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【手続補正書】
【提出日】平成26年12月17日(2014.12.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１】
　基部の一端側から所定方向に伸び、その先端に錘部が形成される一対の振動腕と、
　前記一対の振動腕の第１面に該第１面から凹んで前記所定方向に伸びるように形成され
る第１溝部と、
　前記一対の振動腕の前記第１面の反対側の第２面に該第２面から凹んで前記所定方向に
伸びるように形成される形成され第２溝部と、を備え、
　前記第１溝部と前記第２溝部とは、側面、底面、前記基部側である後端面及び前記錘部
側の先端面を有し、
　前記第１溝部には、前記後端面から前記先端面に至る途中まで伸び、前記後端面、前記
側面、及び前記底面に第１励振電極が形成され、
　前記第２溝部には、前記後端面から前記先端面まで伸び、前記後端面、前記側面、前記
底面及び前記先端面に第２励振電極が形成されている音叉型圧電振動片。
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２】
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　前記第１面では、前記錘部に第１厚さの金属膜が形成され、
　前記第２面では、前記錘部に前記第１厚さよりも薄い第２厚さの金属膜が形成され、
　前記第１励振電極及び前記第２励振電極は、前記第２厚さで形成される請求項１に記載
の音叉型圧電振動片。
 
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　　本発明の音叉型圧電振動片は、小型化しても第１面の励振電極の長さを短くし第２面
の励振電極の長さを長くして、市場要求に合った製品を提供できる。またその圧電振動片
を使った圧電デバイスは小型化の要望に応えることができる。
 
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　支持腕２２は、図２（ａ）及び（ｂ）で示されるように、第１音叉型水晶振動片２０の
基部２３の両端から伸びている。支持腕２２の長さは振動腕２１の長さより短く形成され
ている。第１音叉型水晶振動片２０とパッケージＰＫＧとは、導電性接着剤５０を介して
接合部２５で接合する。接合部２５は、基部より離れた支持腕２２の端部に設置される。
接合部２５が基部２３から離れることで振動漏れや外部変化の影響を少なくしている。
 
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　　図３（ａ）に示されるように、振動腕２１の上面（＋Ｚ）には、基部電極３１と励振
電極３４ａと錘金属膜２８とが形成され、振動腕２１の下面（－Ｚ）には、基部電極３１
と励振電極３４ｂと錘金属膜２８とが形成されている。振動腕２１の上下面の錘金属膜２
８は、基部電極３１と励振電極３４を形成する工程で同時に形成され、上下面とも同じ厚
さＴ１である。さらに、振動腕２１の上面の錘金属膜２８ａの上面に錘金属膜２８ｂが形
成され新たに厚さＴ２で積層される。錘金属膜２８ｂは小型化に伴い周波数が高くなりが
ちなため周波数を下げるために形成される。
 
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　ステップＳ１４において、第１音叉型水晶振動片２０は、パッケージＰＫＧに導電性接
着剤５０で固定される。パッケージＰＫＧに固定された第１音叉型水晶振動片２０は、周
波数調整装置（不図示）により発振周波数が測定される。
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【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３８】
　ステップＳ１７において、発振周波数の調整が必要な第１音叉型水晶振動片２０の発振
周波数がすべて調整されたか判断される。周波数が未調整の第１音叉型水晶振動片２０が
あればステップＳ１５に戻り、未調整の第１音叉型水晶振動片２０がなければ周波数の調
整が終了する。
 
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３９】
（上面側の励振電極の長さ）
　図５は、電極カット率と直列共振容量Ｃ１との関係を示すグラフである。
　このグラフは縦軸に直列共振容量Ｃ１（ｆＦ）を、横軸に電極カット率（％）を表示し
ている。電極カット率（％）とは、溝部２４の長さｍに対して励振電極３３，３４の長さ
ｎが形成されない長さ（ｍ－ｎ）を溝部２４の長さｍで割った百分率である。すなわち、
溝部２４に励振電極３３，３４が形成されない割合を示している。
 
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　図５及び図６には、上下面とも同じ長さの励振電極が形成されている音叉型水晶振動片
の折れ線（両面カット）が示されている。直列共振容量Ｃ１（ｆＦ）を７ｆＦ以下にする
ためには、両面カットの音叉型水晶振動片はその励振電極長さが溝部の長さｍの９０％以
下にすればよい。その一方で、ＣＩ値を７０ｋΩ以下にするためには、両面カットの音叉
型水晶振動片はその励振電極長さが溝部の長さｍの８０％以上にしなければならない。し
たがって、両面カットの音叉型水晶振動片の励振電極長さは、溝部の長さｍの８０％以上
で９０％以下が好ましいことになる。
 
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４８】
＜第２実施形態＞
（第２音叉型水晶振動片２０Ａの構成）
　図８（ａ）は、第２音叉型水晶振動片２０Ａの平面図であり、（ｂ）は、第２音叉型水
晶振動片２０ＡのＤ－Ｄ’断面図である。第２音叉型水晶振動片２０Ａと、第１音叉型水
晶振動片２０とは支持腕２２’及び基部２３’の形状が異なり、振動腕２１’の溝部２４
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にくびれ部６０を備えている。その他の構成は、基本的に第１音叉型水晶振動片２０の構
造と同じである。第１音叉型水晶振動片２０と同一機能には、同じ符号を付しその説明を
省略する。
 
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５８】
　図９(ａ)及び(ｂ)に示されるように、第２水晶デバイス１１０は、最上部のリッド１０
、第３音叉型水晶振動片３０及びベース４０から構成される。リッド１０、第３音叉型水
晶振動片３０及びベース４０は水晶材料から形成される。
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